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インドでのコンピュータプログラム発明に関する 
審査ガイドライン改正について 

 

インドでのコンピュータプログラム発明に関する審査ガイドライン（以下、ガイドライン）の  

改正が２０１７年７月３日に公表されました。 

２０１６年２月に発表された旧ガイドラインでは、コンピュータプログラムそれ自体のクレーム

については審査で特許性の判断は行なわれず、コンピュータプログラムが新規なハードウェア

との相互作用により新たな技術的効果が得られることが認められるような場合にのみ特許性

の判断が行なわれていました。 

今回発表されたガイドラインではこのようなコンピュータプログラム発明の特許性判断に  

関して新規なハードウェアとの相互作用は要求されなくなりました。今後の審査では発明に 

係るコンピュータプログラムの本質が経済効果より技術的進歩をもたらすものであるのか、 

もしくは経済効果と技術的進歩の両方をもたらすものであることが重要とされます。 

なお、数学的若しくは営業の方法であるにかかわらず技術発展をもたらす発明に見せかけ

たクレームで特許出願をしても、このような発明はインド特許法第３条（ｋ）で規定した発明で 

ないものに該当し、特許性は認められませんので、注意する必要があります。 

（出典：ＲＥＭＦＲＹ ＆ ＳＡＧＡＲ）                          
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